
 という書籍解説サイトから 

 

 2008年 9月 15日、アメリカの投資銀行「リーマン・ブラザーズ」が経営破綻しました。負債総額は

6000億ドル、日本円に換算すると約 64兆円に達した、アメリカ史上最大の企業倒産です。 

 そのきっかけは、2007 年にアメリカで生じた住宅バブルの崩壊です。低所得者向けの「サブプラ

イムローン」が不良債権化し、「サブプライムローン」を買い取って証券化していたリーマン・ブラザ

ーズの経営が一気に悪化したのです。 

 リーマン・ブラザーズの経営破綻を受けて、世界中に金融危機が拡大したことを「リーマン・ショッ

ク」といいます。金融不安が拡大し、投資家たちが相次いで資産を投げ売りした結果、さまざまな

資産価値が急激に下落しました。アメリカドルの下落や消費の冷え込みにつながり、世界中の景

気後退を招きます。 

 日本でも、日経平均株価が 1万 2000円台から 6900円台まで大暴落。10月 18日の 6994.9円

は、1982年以来の安値となりました。 

 

 リーマン・ショック」が発生する直前の 2007 年頃まで、アメリカでは住宅バブルが拡大していまし

た。住宅購入に多くの資金が投下されるなか、主に低所得者に「サブプライムローン」が貸し付け

られます。 

 通常、ローンの貸し付けをする際には、借主の信用調査がおこなわれます。一般的に信用力を

超える融資はなされないのですが、「サブプライムローン」は通常の審査にとおらないような信用力

の低い人に対し、高い利子をつけることで貸し出しをおこなっていました。 

 一見無謀にも見えますが、住宅バブルが続いている間は、返済が不履行になっても住宅を差し

押さえれば元本を回収できる見込みがあると考えられていたのです。 

 借りる側も、住宅価格が上昇している間にローンを組んで住宅を購入し、その後住宅を売却す

れば差益を得ることが可能。高いリスクを抱えながらも、「サブプライムローン」は拡大を続けていっ

たのです。 

 そんななかで、リーマン・ブラザーズをはじめとするいくつかの投資銀行が、投資商品としての

「サブプライムローン」に着目。「住宅ローン債権担保証券」として証券化し、他の安定した商品と

抱きあわせてリスクを軽減させた投資商品として販売したのです。 

 さらに投資銀行は、アメリカ最大手の保険会社「AIG」に依頼して、「サブプライムローン」を含む

投資商品に保険をつけました。これを受けて、格付け企業が高い評価を与えたため、世界中の投

資家が証券を購入していったのです。 

 多額の資金が「サブプライムローン」に流入し、利益を見込んだ銀行は、「サブプライムローン」を

より高リスクな借主にも貸し付けるようになりました。 

 しかし、2006 年から 2007 年にかけて住宅需要が一段落し、住宅価格が上昇しなくなります。そ

の結果、「サブプライムローン」の返済が滞り、不良債権化するものが続出。リーマン・ブラザーズ

をはじめとする投資銀行の経営悪化につながるのです。 

 さらにその被害は、証券を購入していた投資家たちにも広がります。高く格付けされていたにも

かかわらず投資商品が不良債権化したため、投資家たちの間に「信用不安」が生じたのです。 

 その結果、次々と資産の投げ売りがおこなわれ、世界的な株安に発展しました。実体経済にも

波及し、「リーマン・ショック」となったのです。 

https://honcierge.jp/


 まだ売却していない「サブプライムローン」債権を保有していたリーマン・ブラザーズ、そして元本

保証が実施できなくなった AIGなど、大企業が相次いで経営破綻した「リーマン・ショック」。 

 ヨーロッパでも各国の財政状況が悪化します。さらにユーロ加盟国は独立した経済政策を実行

できないため、回復にも時間がかかりました。2009 年には「ギリシャ危機」が発生し、ポルトガル、ス

ペイン、イタリアなどにも金融危機が波及。ユーロ危機に発展していきます。 

 日本では、三菱 UFJ フィナンシャル・グループが、リーマン・ブラザーズと同じく経営危機に陥っ

ていた「モルガン・スタンレー証券」に救済融資を実施。さらに日本政府が IMFに 1000億ドルの融

資をするなど、鎮静化をはかります。 

 一方、円が安全と見込まれて買われたことから、急激な円高に。その結果輸出が鈍化し、日経平

均株価は 6000 円台まで下落しています。株安は実体経済にも影響を与え、2009 年の求人倍率

は「0.45」に低下。深刻な就職難も問題になりました。 

 


